
 

5.4 情報共有の検証 

介護福祉分野における情報共有の在り方については、家庭における介護の質の向上をめざしたe!ケア

情報セキュリティプログラム実験として、介護の質の向上を目指し情報在宅介護サービスに関わるケ

アスタッフ間でこれまで実現していなかったケアスタッフ間の情報共有のしくみを提案し、14 年度か

ら継続してその有用性を検証した。15年度実証実験では新たに以下の内容を検証した。 

 

5.4.1 検証内容 

本実験で検証した内容の概要は以下のとおりである。 

 

①開発したシステムに、介護保険サービスを受けている家庭の被介護者本人に関するプライ

バシー情報、あるいはホームヘルパーや訪問看護師等のケアスタッフが提供した在宅介護

サービスの記録等といったケア関連記録を、在宅介護サービス実施に関わる複数の組織や

職種のケアスタッフ間で共有するための情報共有権を設定し、セキュリティポリシーのあ

り方および適用技術の有用性を検証する。 

 

②提案セキュリティポリシーを用いた提案システムを利用してケアスタッフ間の情報共有を

行うことが、ケア対象者の Quality of Life の向上につながったか、その有用性を検証す

る。 

 

5.4.2 実験方法 

5.4.2.1 実験概要 

上記を目的とするためのアプリケーションを開発し、要介護認定において要介護Ⅰ程度と認定され

たモニターおよびその家族、モニターの在宅介護サービスを提供している事業者のケアスタッフ（モ

ニターが受けている在宅介護サービスによる）に対し、提案システムを利用した在宅介護サービスの

情報共有実験を実験期間中実施した後、 

 

① 情報共有がケアスタッフの提供する在宅介護サービスの質の向上にもたらす効果 

② 情報共有が市民モニターの Quality of Life 向上にもたらす効果 

 

を測定した。 

 

5.4.2.2 実験スケジュール 

本検証実施には、事前に 

 

① システム整備 

② 倫理的配慮の妥当性についての承認を得る（研究倫理委員会へ研究計画 

の審査） 

③ 実証実験実施体制をフィールドである藤沢市内で整備すること 

 

の３点の整備が必要である。平成 15年 9 月より上記 3点の整備に着手し、この整備が整った

平成 16 年 1月第 4週より平成 16 年 3月第 1週までの 7週間、検証を実施した。 
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2003 年 9 月～  システム改善向けヒアリング 

システム開発打ち合わせ、 

2003 年 11 月  研究倫理委員会申請 

2003 年 12 月  研究倫理委員会審査陪席 

2003 年 11 月～2004 年 1月  

 各モニターへの実験内容説明、参加協力依頼 

   藤沢市内介護事業所訪問、概要説明、協力要請 

   事業所および居宅訪問、実験機器設置と説明 

2004 年 1 月  研究倫理委員会による承認 

2004 年 1 月～3月 実証実験実施 

2004 年 3 月   検証内容の評価調査 

 

5.4.2.3 実験モニター 

A. 実験モニターの構成 

 

A)ケア対象者たるモニターとその家族(サービス利用者側) 

B)上記ケア対象者に在宅介護サービスを提供しているケアスタッフ（サービス提供者側） 

 

 

上記について、今年度はモニター選出の条件を下記のように再検討した。 

 

 

a. 実験モニター（ケア対象者とその家族）の条件 

介護認定で「要介護Ⅰ」以上と認定された方およびその家族で①から③の条件を満たすこと。 

 

①藤沢市在住であること 

②本プログラムに関心があり、継続して参加する意思のあること。 

③介護認定で「要介護Ⅰ」以上と認定され、介護サービスを受けていること(年齢・性別不問)。 

＊本人の状態がよくない場合にはその同居家族の了承でも可能。 

 

上記①～③の条件を満たし、さらに、ａ）～d）にもあてはまること 

a)緊急性の高い病気のないこと。 

b)ケアスタッフが記録する、ご自分のケアに関する情報をコンピューターに登録することを

了承いただけること。  

c)確かにご本人であることを認証するための方法として、実証システムへ指紋の特徴情報を

登録することに協力いただけること。  

d)プログラム期間前後や期間中に実施する聞き取り調査に協力いただけること。 

 

b. 実験モニター（ケアスタッフ）の条件 

実証実験フィールドは藤沢市であるため、ケア対象者モニターは藤沢市民であることが必須である

が、市民へケアサービスを提供するケアスタッフが必ずしも市内在住であるとは限らない。このため、

藤沢市内に事業所がある介護サービス事業所に勤務し、藤沢市民であるケア対象者へケアサービスを

提供するケアスタッフであること、という条件で募集を行うこととした。ケアスタッフモニターの条
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件は以下のとおりである。 

 

① 藤沢市在住の「要介護Ⅰ」以上と認定された在宅介護サービス利用者にケアサービスを提

供しているケアスタッフであること（必要に応じ入力代行事務スタッフや業務管理者も含

む）。 

② 本プログラムに関心があり、継続して参加する意思のあること。 

 

上記条件を満たし、さらに下記ａ）～c）の条件も満たすことができること。 

a)従来紙に記録していた、対象者ご本人やケアサービスに関する情報を実証実験システムに

登録することを了承いただけること。 

b)間違いなく本人がシステムを利用していることを認証するシステムに生体情報（指紋の特

徴情報）を登録することに協力いただけること。  

c)プログラム期間前後や期間中に実施する聞き取り調査に協力いただけること。 

 

B. モニターへの説明と応対状況 

実証実験モニター募集の準備手順および考慮した点を以下に示す。 

 

a.説明担当 

モニターへの説明は平成 14 年度と同じく、実証コンソーシアムメンバーのうち慶應義塾大学と藤沢

市、藤沢市保健医療財団が担当した。 

 

b. 説明内容 

本実証実験に関する説明は、プログラム用実証実験のモニター募集に先立ち、慶応義塾大学の担当

者が作成した実証実験内容の説明書および実証参加同意書を用いて説明した。この説明書と同意書は

慶應義塾大学看護医療学部の研究倫理審査委員会へ申請、研究実施において適切な倫理的配慮がされ

ているか審査を受け、承認を得ている。この文書には実証実験への参加は強制ではなくモニターとな

る本人の自由意志によって決定できること、モニター辞退を希望する場合には実証開始前、あるいは

実証期間中に関わらずいつでも可能であること、辞退しても何ら不利益にはならないことが明記され

てあり、説明でもこの点を十分説明した。 

 

 

C. 実験環境の整備 

本プログラム実施にはハードウエアとしてパーソナルコンピュータおよび指紋認証デバイスが必要

であり、ソフトウェアとしては WWW を利用したデータベースへアクセスするための WWW ブラウザ、お

よび指紋認証システムを利用するためのソフトウェアが必要であった。 

 

実験で用いるクライアント用パーソナルコンピュータは、本プログラムの実証実験で使用する認証

用デバイスおよび認証用ランタイムを利用できるよう設定された14インチノート型クライアントを配

布した。また同様仕様のノート型パーソナルパーソナルコンピュータをケア対象者宅に設置した。 

 

5.4.3 評価方法 

本実験を評価する項目は以下のとおりとした。評価の結果詳細については5.4.4.4を参照されたい。 
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①安全な通信のしくみが導入されているか技術的側面から評価する 

②異なるケアスタッフが実施したケア記録が、安全な方策を施された上で電子的に保存され

ているか、技術的側面から評価する 

③ケア対象者がケア記録の履歴を参照できることが、ケアの質の向上に寄与できたかを本人

へのヒアリングによって評価する 

④本人の安心感を向上させる手段として役にたったかを本人へのヒアリングで評価する 

⑤家族の安心感を向上させる手段として役に立ったかを家族へのヒアリングで評価する 

⑥ケアスタッフにとって、ケアの質を向上させる手法として役に立ったかを、ケアスタッフ

へのヒアリングで評価する 

 

5.4.4 実験結果 

実証実験の結果を以下に示す。 

 

5.4.4.1 実験期間 

本実証実験は平成 16 年 1月第 4週から 3月第 1週まで 7週間実施した。ただし介護事業所の本来業

務スケジュールやケア対象者が受けるケアサービスの日程を優先して機器設置・設定やシステムへの

ユーザ登録等を実施したため、実働期間はモニターや事業所によって多少異なる。 

 

5.4.4.2 実証実験モニター 

5.4.2.3 で述べた通り、本実証実験のケア対象者モニターは介護認定で「要介護Ⅰ」以上と認定され

た藤沢市民、およびその家族と定義してある。しかし居宅介護支援事業所からモニター候補を選出に

ついて検討した際、要介護度Ⅰの利用者に限らず、要介護度Ⅱ以上でも利用者本人の状況しだいで実

験参加は可能とのことだった。その結果、最終的に 

 

① ケア対象者 3 名  （介護度Ⅱ：2名、介護度Ⅲ：1名） 

② ①の家族  3 名  （いずれも家族と同居） 

③ ①へ介護サービスを実施している事業所のケアスタッフ のべ 21 名（実数 20 名） 

   介護事業所数  のべ 13 事業所（実数 11） 

 

 

の実証実験参加を得た。内訳を以下に示す。 

 

 

5.4- 4 

 

 



 

 

表 5.4-1 ケア対象者と家族のプロフィール 

 
性別 

認定 

介護度 

家族の 

実験参加

参加家族

の人数 

参加家族の 

本人との関係

モニター１ 男性 要介護Ⅱ あり １（同居） 主介護者 

モニター２ 男性 要介護Ⅲ なし なし 主介護者 

モニター３ 女性 要介護Ⅱ あり 2（同居） 主介護者 

 

表 5.4-2 ケア対象者とケアスタッフのリレーション 

ケア対象者 ID 事業所属性 ケアスタッフ ID ケアスタッフ職種 

1 ケアマネージャー
居宅介護支援 

2 事務職 

3 看護師 
訪問看護 

4 （代理入力） 

5 サービス責任者 
訪問介護 

6 （代理入力） 

1 

通所介護 7 介護職 

居宅介護支援 1 ケアマネージャー

通所介護（デイケア） 2 事務職 

3 介護職 
通所介護（デイサービス）１ 

4 管理者 

5 事務職 

6 相談員 

7 相談員 

8 相談員 

通所介護（デイサービス）２ 

9 相談員 

通所介護（デイサービス）３ 10 介護職 

2 

訪問介護 11 サービス責任者 

居宅介護支援 

通所介護（デイサービス） 
1 ケアマネージャー

2 管理者 
3 

訪問介護 
3 サービス責任者 

 

実証実験の参加については介護保険制度で介護サービスの中心的役割を果たすケアマネージャーを

はじめ、各モニターが受けている介護サービス事業所へ協力を要請し、すべての事業所から参加協力

を得た。実証実験期間中のモニター辞退はケア対象者、家族、ケアスタッフのいずれにも発生しなか

った。 

実証参加ケアスタッフの性別と職種分布割合を以下に示す。 
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男　57%

女
43%

 

N=21 

図 5.4-1 ケアスタッフの性別割合 
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N=21 

図 5.4-2 モニター（ケアスタッフ）の職種分布 

 

5.4.4.3 実証システムによる実証結果 

本実証実験では 15 年度に機能拡充されたシステムを運用し、介護サービスを提供したケア記録をケ

アスタッフがサーバへ登録した。登録された内容はケア対象者、ケア対象者がケア履歴参照に対して

許諾を与えたケアスタッフおよび家族によって参照することが可能となった。 

実証期間中登録されたケア記録へのケアスタッフによる登録件数および参照件数を以下に示す。 
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表 5.4-3 ケア履歴の登録・参照件数 

モニターID 
ケアスタッフによる

登録件数 

ケア対象者、家族、ケアスタ

ッフによる参照件数 

1 64 1099 

2 7 461 

3 23 270 

 

ケア履歴へ登録されたケア記録のサービス実施日時の詳細を以下に示す。本実証システムではケア

スタッフとしてシステムへ登録される以前のケア記録の登録を可能としている。モニター１のサービ

ス実施日時が実証期間以前の記録が登録されているのはこのためである。 

 

表 5.4-4 登録済ケア履歴のサービス実施日時と件数 

  モニター１ モニター2 モニター3 

2004/1/12～2004/1/18 10     

2004/1/19～2004/1/25 8 1   

2004/1/26～2004/2/1 8 0   

2004/2/2～2004/2/8 8 0   

2004/2/9～2004/2/15 8 1 6 

2004/2/16～2004/2/22 10 1 6 

2004/2/23～2004/2/29 8 3 8 

2004/3/1～2004/3/7 4 1 3 

計 64 7 23 

 

5.4.4.4 評価の詳細 

 

実証実験期間終了後、5.4.3 の評価方法に沿って評価調査を実施した。評価はヒアリング方式による

実証内容の効果に関する主観的評価を用いた。 

 

本人による評価部分の回答者は 3 名、家族による評価部分に関しては実証実験に参加した３名に加

え、不参加の家族 1 名、計 4 名の参加を得た。回答者（本人）の属性は表 5.4-1 を参照されたい。回

答者（家族）の属性は表 5.4-5 に示す。 

 

ケアスタッフによる評価の回答者は実証実験参加者 21 名のうち、代理入力者 2名、本来業務のため

評価が実施できなかった 4名を除く 15 名からの回答を得た。ケアスタッフの評価回答者の基本属性を

図 5.4-3、 図 5.4-4、図 5.4-5 に示す。 
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男
9(60%)

女
6(40%)

図 5.4.3 回答者（ケアスタッフ）の性別 
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図 5.4.4 回答者（ケアスタッフ）の年齢 
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サービス責任者

事業所管理者

ケアマネージャー

 

N=15 

(人) 

図 5.4-5 回答者（ケアスタッフ）の職種 

 

表 5.4-5 回答者（家族）の属性 

  性別 年齢 本人との関係 介護関係 同居/別居 

1 男性 50 歳代 息子 主介護者 同居 

2 男性 50 歳代 息子 主介護者 同居 

3 女性 40 歳代 嫁 主介護者 同居 

4 女性 70 歳代 妻 主介護者 同居 

 

    

評価の結果は以下のとおりであった。 

 

A. 安全な通信のしくみの導入に対する技術的側面評価 

本プログラムにおいてはシステムへのログインは指紋情報を用いた生体情報認証を用いた。本検証

で用いた指紋認証技術における他人許容率は、0.0002%以下とされている。生体認証に関しては、実験

としてすべての 21 名のユーザに関して各 10 回、他者の指紋を用いたログインを試みたが、すべての

実験において、他者の指紋によるログインは成功しなかった。また、通信部分においては 128 ビット

RC4 暗号を用いた TLS を採用した。本暗号技術に関しては、政府による暗号評価プロジェクト

(CRYPTREC)により、その安全性が確認されている。また、当該暗号技術は、日本の電子政府における

推奨暗号として採用されており、プライバシー情報を含む高度なセキュリティを必要とするデータの

暗号化に適していると評価できる。さらに、当該暗号機構は、WWW における認証と暗号化のプロトコル

である TLS1.0 の暗号スイートに含まれているため、一般的な WWW ブラウザである Internet Explorer

やサーバとして広く普及している apache で利用可能である。 

このことから、当該暗号機構は、ケア情報の安全な共有を行うに当たって十分な安全性と可用性を
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持つものであることが検証された。 

 

B. 異なるケアスタッフが実施したケア記録が安全な方策を施され電子

的に保存されていることに対する技術的評価 

ユーザが入力したケア記録は、e-ケアタウン実証コンソーシアムの e-ケア・スタジオ内に設置され

たサーバに保存されている。サーバが設置されている e-ケア・スタジオ内に入るためには鍵が必要で

あり、その鍵は慶應義塾大学によって 24 時間管理されている。さらに、格納された情報をサーバシス

テムにログインして利用するためにはサーバシステムへのユーザ登録を行う必要がある。サーバシス

テムの管理者権限を持つのは、本実証の担当者のみであり、担当者の許可なくサーバシステムのアカ

ウントを作成することはできない。 

また、ケア情報セキュリティシステムを利用したデータは、どのケアスタッフがどのケア対象者に

対してケアを行った記録であるかという情報が付随した形で保存されている。ケアスタッフやケア対

象者等、ケア情報セキュリティシステムの正規利用者がケア情報セキュリティシステムを利用してケ

ア情報を閲覧する際には、認証機構から得られるユーザ ID とケアスタッフ-ケア対象者関係(My スタッ

フ関係)のマッチングを取り、ケア対象者によって情報を閲覧することが許可されていることを確認し

たうえでデータを表示する機構となっている。このことを検証するため、あるケアスタッフ（システ

ム管理者が作成した実験用ケアスタッフ）から、システムに対して実験用ケアスタッフが担当してい

ないケア対象者のケア履歴を参照するための問い合わせを行うという実験を行った。その結果、シス

テムは実験用ケアスタッフのユーザ ID と My スタッフ関係のデータベースが一致しないというエラー

を返し、実験用ケアスタッフのケア記録データへのアクセスを拒否した。 

このことから、異なるケアスタッフが実施したケア記録が電子的に安全に保存されていることが検

証された。 

 

C. ケア対象者がケア記録の履歴を参照できることが、ケアの質向上に

寄与できたかという点に対する本人の評価 

ケア対象者がケア履歴を参照できることによって、ケアの質向上へ寄与できたかという評価について

は、ケア対象者本人へのヒアリング調査によって評価した。ケア対象者モニター3名全員がこれまでケ

アサービスの記録履歴を自分で参照できたことがなかったため、当初はどのような記録のことをさす

のかわからなかったと答えている。しかし今回の実証実験でケアスタッフが記録を登録してくれたこ

とで、これまで自分が単に朝デイサービスへ行き、昼食をはさんで夕方までの時間をすごしているだ

けと思っていたが、記録を読むことで、デイサービスのスタッフは自分の状態を観察してくれていた

ことがはじめてわかり、心強く思うようになったというコメントがあった。ただし記録を参照できる

ことが 7 週間の実証でケアの質を向上させるまでにいたったかという点については「期間が短いので

これから向上すると思う」「今後の課題だと思う」「まだ間もないのでくわしいことはわからない」と

いう意見であった。このことから、ケアの質向上への可能性をもっていることが示唆されている。た

だし、「具体的な質の向上へ寄与できている」と認識できるまでには 7週間の実証期間では十分ではな

く、より長期の検証が必要という考えを実証モニターが持っていることが示された。 
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D. 本人の安心感を向上させる手段としての有用性に対する本人による

評価 

本人の安心感を向上させる手段としての有用性評価は、ケア対象者本人へのヒアリング調査による

主観的評価を行った。「高齢のため物忘れがしばしばあるが、忘れてしまった内容を自分の家で見るこ

とができるので助かっている」「これまで誰も考えなかった記録保管の方法なので、安心感はこれまで

より高くなると思う」「家族にも見てもらえる」とのコメントがあげられたがケア対象者モニター全員

から安心感を向上させる手段としては良好であるとの評価を得た。ただこの評価においても「まだ期

間が短いのではっきりしたことはまだいえない」という意見がでており、より精度の高い検証のため

にはより長期間の実証期間をもって評価すべきことであるとのモニターの意見が示唆された。 

 

E. 家族の安心感を向上させる手段としての有用性に対する家族の評価 

家族の安心感を向上させる手段としての有用性評価については、家族へのヒアリング調査による主

観的評価を実施した。「ケアサービスの内容を蓄積できているのでいい事例（サービスや本人の状態、

食事メニューなど）がどのような状態や内容であったのかを、後日比較参照することができる」「デイ

サービスへ出かけた後、どんな一日であったかを話してくれることはめったにないので状況がよくわ

かってよい」「これまでデイサービス事業所から本人にもたせて帰ってくる連絡帳はあったが、詳細が

わからなかった。このシステムだとより詳細な内容が書かれている」「記録が手元にあることで体調変

化などの流れが把握でき、あらゆる意味で過去の検証ができることはこれまでなかった」「複数の人に

読んでもらえることで家族としては安心感が得られる」とのコメントを得た。ただし「まだ短期間し

か利用していないのでこれからだと思う」との意見もあった。このことから、家族にとっての安心感

向上には、本実証システムは本人以上に安心感を向上させることの有用性を感じていることが示され

たが、より明確な有用性検証には長期間の実証による評価が必要であるとのモニターの考えも示され

た。 

 

F. ケアスタッフにとってケアの質向上の手段としての有用性に対する、

ケアスタッフへのヒアリングによる評価 

ケアスタッフにとってケアの質向上の手段として有用性に対する評価は、ケアスタッフへのヒアリ

ング調査による主観的評価を実施した。「他事業所の様子を知ることができ、よりいっそうのケアサー

ビスを行うことができる」「利用者の状況把握に役立つ」「家族が介護状況を把握できて満足されてい

る」「まだ運用には修正が必要な部分があると思う」「他事業者の考え方を把握することができた」「め

だった改善できた点が出ていないという観点からするとまだわからない部分があるが、今後にとても

期待している」「まだ結果がでてくるまでの期間を経ていないと思うし、ケア対象者本人の反応も事業

所側で把握しきれていない」「現状では判断できない」とのコメントを得た。また今後このシステムを

用いたケアの質向上の可能性としては「タイムリーな情報収集と共有が可能」「情報共有がご本人への

連携に生かせる」との意見を得た。このことから、ケアスタッフはケアの質向上の手段として本実証

システムの有用性を強く感じているが、その一方、有用性の評価には長期的運用による検証が必要と

考えていることが明らかになった。 

 

5.4.5 考察 

本実証実験結果および評価結果から、情報共有の実現という点においてはケア対象者、家族、ケア

スタッフともケアの質向上に対する有用性の可能性ありとの意見を大多数から得られた。一方で有用
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と判断するにはより長期間の実証実験期間をもった上での評価がのぞましいとの考えを得た。そもそ

も今年度実証は 14 年度実証実験での 4週間の実証期間で「効果を評価するには期間が短く判断不能」

という評価が出たため、7週間に延長した経緯がある。しかし 7週間でも「評価には短期間すぎ現時点

では有効な効果を得たとはいい難い」「明確な改善点がまだでていない」との意見が多数よせられた。

14 年度、15 年度のモニターからの評価を総合すると、QOL 向上の効果を測定するにはさらに長期の実

証期間が必要と判断された。今後どのようにしてこうした実験参加モニターの意向を実現し、有用性

評価を実現していくか積極的に検討していく必要がある。 

 

しかし実証実験実施までには事業所やケア対象者など実験参加者への説明や環境設定のための各種

調整期間も必要である。医学系研究のうち人を対象とした研究は被験者の人権保護の観点から、参加

者へ十分な説明を実施し、よく理解を得た上で実施されるべきとの社会的コンセンサスがある今日、

説明や理解のためおよび設備準備のために十分な準備期間をとることは不可欠であるが、単年度でこ

うした長期準備期間をとり、長期の実証期間を経た上での有用性検討を行うためには、年度早期から、

あるいは複数年にまたがる十分な研究期間が必要と考えられる。 

 

一方で、情報共有機能を有した本システムに十分な共有情報が掲載されていたとはいいがたい面も

ある。本実験においては参加メンバーを強制せず、観察研究の方式をとった。このため実験結果の表

5.4.3、表 5.4.4 で示されていたように、実験結果はケア対象者が利用しているサービスに関わるすべ

てのケア記録が掲載されたわけではなかったことを示している。 

第一に、情報共有しないのか、できないのかという観点から原因分析を行う必要がある。一部のケ

アスタッフから「情報を登録したいが認証ではねられてしまい登録できない」とのコメントもあった。

状況によっては本実験システムで採用している以外の認証方式も今後検討の必要があると思われる。 

第二に、情報共有できるグループの中にも、登録・参照に関し、行動パターンが異なる複数グルー

プがあると考えられる。登録された情報参照数が多いことは自然であるが、情報が掲載されていない

モニター情報へのアクセス数が非常に高かった。これは①誰かがケア履歴を登録したのか確認しよう

としてアクセスが多かった、あるいは②そこまで深く考えていないがアクセスするメンバーがいる、

の２つの原因が考えられる。原因解明のより詳細なアクセス記録の分析を行い、今後再び同様の事象

が発生した場合の参考資料としたい。 

 

ケアスタッフから「実運用には改善が必要」と指摘された点はケアスタッフの業務軽減にも貢献可

能な部分であったことから、本実証システムで実現できるのは単なる安全な環境下での情報共有だけ

ではなく、ケアスタッフの業務支援も可能性としてあることを示している。ケアスタッフへのヒアリ

ング調査を実施した際、「本システムを他のケア対象者も利用したいと依頼があったら受けられるか」

との予備的質問をしたところ、1名が「できる」それ以外の全員が「やりたいが難しい」と回答してい

た。その理由については「本来業務ですでに十分多忙であるため」と全員が回答していた。これは「本

来業務の効率化が本システムや関連の支援システムで可能となるならやりたいと思っている」と解釈

することもできる。具体的な改善案も複数ケアスタッフから提案されているため、今後はこのような

業務支援部分も機能として追加していくことで、本システムの利用者を増加させ、より精度の高い有

用性評価を実施できる体制を構築できるようになることを期待する。 

 

5.4.6 課題・今後の展望 

介護保険制度は平成 12 年度にはじまってまだ 3年程度しか経過しておらず、ケアの質向上のための

方策検討は今後最優先検討事項であるといわれている。本実証システムは初年度（14 年度）よりさら

にケアの質向上に対する有用性の可能性が高いとの評価を得たが、確実な有用性評価を得るにはさら

なる長期的検証を必要としていることも明らかになった。15 年度の実証実験での結果と経験を踏まえ、

実証実験から明らかになった課題を以下に示す。 
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 （１）長期的な実証実験期間による有用性の検証 

 （２）業務支援システムとしての機能追加 

 （３）実用化にむけた体制の検討 

 

一般的な検討事項としては以下の課題があげられる。 

 

（１）高齢者に配慮したユーザビリティの検討 

（２）パソコン利用、インターネット利用初心者に配慮したユーザビリティの検討
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